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滋賀県グローバル市場魅力向上支援事業補助金 
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滋賀県 商工観光労働部 商工政策課 

   

お問い合わせ先   TEL 077-528-3713 

受  付  時  間  午前９時～午後５時 

         （土・日・祝日は除く。） 
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1. 目的 

この補助金は、県内中小企業が海外展開を見据えた調査・新商品開発・ブランディング

に取り組み、海外への販路開拓を目指す事業に要する経費に対し、滋賀県が予算の範囲

内で経費の一部を補助することによって、海外における事業展開の促進を図り、本県経

済の発展に資することを目的としています。 

 

2. 補助対象事業 

① 海外向け新商品開発・ブランディング事業 

② 海外市場への売り込み事業 

③ 水・環境ビジネスに係る海外での実現可能性調査および実証試験、またはそのい

ずれか 

※ ②のみの申請はできません。①に取り組む場合のみ、②の申請が可能です。 

※ 水・環境ビジネスとは、水を含めた環境を改善するための技術やサービス等を用いて行

われる商業活動およびこれに付随する活動を言い、③は、以下のアおよびイに掲げる要

件を満たすものとします。 

   ア 本邦域外における国・地域を対象に実施されること。 

   イ (ア)～(ケ)に掲げる分野のうち、一つ以上に該当すること。 

(ア) 水供給（生活用水、工業用水、農業用水等） 

(イ) 造水（海水淡水化等） 

(ウ) 下排水処理（生活排水、事業場排水、農業用排水等） 

(エ) 雨水・再生水利用 

(オ) 公共水域等の環境保全 

(カ) 水分野におけるCO₂削減に資する取組（節水、水処理効率化等） 

(キ) 脱炭素社会形成・気候変動対策・循環型社会形成に資する取組 

(ク) 大気・土壌環境保全に資する取組 

(ケ) その他、水・環境ビジネスの推進を図るための取組として知事が適当と認

めるもの 
 

3. 補助対象者 

 中小企業等経営強化法第２条第１項に規定する中小企業者 

 滋賀県内に事務所または事業所を有する者 

 県税の滞納がない者 

※ 補助金の採択後、独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）滋賀貿易情報センタ

ーによる支援を積極的にご利用ください。また、応募にあたっても、事前にジェト

ロ滋賀貿易情報センターへのご相談をお勧めしています。 

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ） 滋賀貿易情報センター 

 

TEL：0749-21-2450  FAX：0749-27-3750 

住所：滋賀県彦根市中央町 3-8 彦根商工会議所１階 

  

詳細はホームページをご覧ください。 

https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/shiga.html 

 

4. 補助対象経費、補助率および補助金額 

（１）補助対象経費 

経費区分 補助対象経費 経費項目 
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①海外向

け新商品

開発・ブ

ランディ

ング事業 

調査・マーケテ

ィング費 

市場調査の委託に係る経費、謝金・コンサルタント費、

通訳・翻訳費、渡航・宿泊費、信用調査費 

新商品開発費 
謝金・コンサルタント費、原材料費、借料・損料、委託

費 

ブランディン

グ費 

謝金・コンサルタント費、広報媒体製作費、広告宣伝費、

デザイン費 

認証・産業財産

権等取得費 
検査・試験費、審査・登録費、謝金・コンサルタント費 

共通経費 

海外向け新商品開発・ブランディング事業に係る、上

記以外の賃金、謝金・コンサルタント費、原材料費、

委託費、広告宣伝費、デザイン費、検査・試験費、審

査・登録費、輸送費、通訳・翻訳費、印刷製本費 

②海外市

場への売

り込み事

業 

調査・マーケテ

ィング費 

市場調査の委託に係る経費、謝金・コンサルタント

費、通訳・翻訳費、渡航・宿泊費、信用調査費 

見本市・商談

会等出展経費 

出展料（および付随する経費）、広報媒体製作費、広

告宣伝費、渡航・宿泊費、通訳・翻訳費、輸送費 

越境 EC 事業費 
出店・出品料、越境 ECサイト制作費、広報媒体製作

費、広告宣伝費、通訳・翻訳費 

共通経費 

海外市場への売り込み事業に係る、上記以外の謝金・

コンサルタント費、広報媒体製作費、広告宣伝費、デ

ザイン費、渡航・宿泊費、通訳・翻訳費、検査・試験

費、審査・登録費、輸送費、プロモーション運営費 

③水・環

境ビジネ

スに係る

海外での

実現可能

性調査お

よび実証

試験、ま

たはその

いずれか 

事業費 

賃金、諸謝金、渡航・宿泊費、物品費、印刷製本費、

借料および損料、通信運搬費、通訳・翻訳費、水質調

査・分析費 

実証試験費 実証試験設備整備費、実証試験材料費 

販路開拓費  

委託費  

その他経費  

（補助対象とならない経費の例） 

 交付決定前に発注、購入、契約等を実施したもの（海外見本市等の出展申込に伴

う出展料および出展料と一体となった経費を除く） 

 備品の購入費、設備導入費、設備投資費 

 パスポート取得、更新費 

 人件費等の一般管理費、日当 
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 公租公課（旅費に係る出入国税を除く） 

 金融機関等への振込手数料（発注先が負担する場合を除く） 

 各種保険料（旅費に係る航空保険料、展示会等出展に係るものを除く） 

 事務所等に係る家賃、保証金、敷金、仲介手数料、光熱水費 

 名刺や文房具等の事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費 

 茶菓、飲食、接待の費用等 

 商品券等の金券 

 不動産の購入費、自動車等車両の購入費、修理費、車検費用 

 税務申告、決算書作成等のために税理士、公認会計士等に支払う費用および訴訟

等のための弁護士費用 

 借入金などの支払利息および遅延損害金 

 補助事業の遂行状況の確認や確定検査および県との打合せに係る費用 

 補助金事業計画書、交付申請書等の書類作成に係る費用 

 中古品市場において、原則、価格設定の適正性が明確でない中古品の購入費 

 ガソリン代 

 汎用性があり、目的外使用になり得るものの購入等に係る経費 
※ 補助対象経費は、補助事業で必要とされるものに限ります。 

※ 補助対象経費は、消費税および地方消費税を除いた額とします。 

 

（２）補助率 

補助対象経費の１／２以内 

 

（３）補助金額 

500千円以上1,500千円以内 

※ ただし、③水・環境ビジネスに係る海外での実現可能性調査および実証試験、また

はそのいずれかを行う場合は、500 千円以上 3,000 千円以内 

※ 補助金の交付は、一会計年度あたり補助対象者あたり１回とします。 

※ 補助金交付額は、補助対象経費の経費区分毎に千円未満を切り捨てることとしま

す。 

 

5. 補助事業期間 

補助事業期間は、交付決定日から最長で2026年２月28日までとなります。その間に開始

し、事業者が自ら支払いまで終了した分のみが対象です。 

※ 交付決定日以前に発生した経費（発注含む。）は補助対象になりません。ただし、

海外見本市等の出展申込に伴う出展料および出展料と一体となった経費について

は、2025年４月１日以降に着手された経費を含むことができることとします。 

 

6. 補助事業のスケジュール（予定） 
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7. 申請手続き 

（１）応募 

① 提出先 

【郵送の場合】 

滋賀県商工観光労働部商工政策課 

〒520-8577  大津市京町四丁目1-1 東館３階 

TEL：077-528-3713 

※ 書類はＡ４判片面印刷で作成し、ホッチキス等で個別に綴じずに、全体をダブ

ルクリップ等でまとめてください（提出部数は１部）。 

※ 提出された書類は返却できません。 

 

【電子メールの場合】 

E-mail：fa0002@pref.shiga.lg.jp 

※ メールの件名を「滋賀県グローバル市場魅力向上支援事業補助金」としてくだ

さい。 

 

② 受付期間 

2025年６月６日（金）午後５時まで 

※ 必着（郵送の場合、消印は有効ではありません） 
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③ 提出書類 

１）事業計画書（様式第１号、別紙１） 

２）収支予算書（別紙２） 

３）補助対象経費積算明細書（別紙３） 

※ すべての経費について、可能な限り見積書等の根拠資料を添付してくださ

い。なお、50万円以上の経費については、見積書等の根拠資料の添付を必須

とします。 

４）企業概要の分かる書類（会社案内パンフレット等） 

５）定款の写し（履歴事項全部証明書でも可） 

６）過去２年間の損益計算書および貸借対照表の写し 

７）誓約書（別紙５-１） 

８）滋賀県税に関する誓約書兼調査に関する同意書（別紙５-２）または県税に未

納がないことを証する納税証明書 

９）パートナーシップ構築宣言文の写し（該当する場合のみ） 

 

（２）審査 

補助事業の選定にあたっては、滋賀県グローバル市場魅力向上支援事業補助金審査

会において審査します。以下の項目について、一次審査では書面審査、二次審査では

プレゼンテーション審査を実施します。なお、一次審査を通過された事業者にのみ、

二次審査の日程をお伝えします。 

 

① 審査項目 

補助事業の選定にあたっては、補助対象者の要件および次の項目に基づいて審査し、

予算の範囲内で決定します。 

※ 「パートナーシップ構築宣言」を行い、ポータルサイト上で公表している場合、

加点措置があります。 

 

 現状分析 

・ 自社（商品・サービス）の強みと弱みや、置かれている環境（機会や脅威）

について理解し、分析できているか。 

・ 現状のSWOT分析から、想定する海外でのビジネスチャンスと課題を適切に分

析できているか。 

 

 事業内容の妥当性 

・ 計画されている海外展開の事業内容は、現状分析の結果と照らして合理的か。 

・ 財務状況や実施体制からみて、事業内容の確実な遂行が見込まれるか。 

・ 海外売上比率等、本年度に達成すべき目標が、適切かつ明確に示されている

か。 

・ 事業内容は、補助事業期間内に完了する見込みがあるか。 

 

 事業の収益性 

・ ターゲットとなる顧客や市場が明確になっているか。また、市場のニーズが

見込めるか。 

・ 計画されている事業内容は、ターゲットや市場ニーズの見込をふまえた説得

力のあるストーリーになっているか。 
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 事業の将来性 

・ 海外売上比率等、補助事業終了後の達成すべき目標が適切かつ明確に示され

ているか。 

・ 補助事業終了後の将来のビジョン、成長戦略が明確かつ妥当か。 

  

② 審査結果 

審査結果については、商工政策課からすべての申請者あて通知をします。なお、審

査の経過等に関する問合せには応じられません。なお、補助金交付額は、審査結果

や予算の都合により申請額から減額することがあります。 

 

（３）交付申請 

採択された事業者は、内示通知後、30日以内に以下の書類を提出してください。提出

された書類は返却できません。 

１）補助金交付申請書（様式第２号） 

２）事業計画書（別紙１）☆ 

３）収支予算書（別紙２）☆ 

４）補助対象経費積算明細書（別紙３）☆ 

５）役員名簿（別紙４） 

※ ☆は、応募書類から変更があったときのみ添付してください。 

 

（４）交付決定 

交付申請受付後30日以内に交付決定の通知を行います。 

 

8. 補助事業の実施等に係る留意事項 

本事業は、県費による補助事業であり、補助事業の執行に対しては厳格な検査を行いま

す。事業途上や完了後、過失等により不正事例との指摘を受けることがないように、以

下の事項を遵守してください。 

 

（１）補助事業の変更および廃止（中止） 

補助事業の内容を変更および廃止（中止）する場合は、事前に承認が必要です。 

 

（２）不正な使用の防止 

補助金を受け取って事業を行う者は、使途目的に従って誠実に補助事業を行うこと

が義務づけられています。従って、不正・不当な行為に対しては「滋賀県補助金等交

付規則」に基づき処分が定められています。 

例）義務違反に対する交付決定の取り消し、補助金返還命令、加算金および延滞金 

 

（３）関係書類等の保管 

経理関係の証拠書類については、補助事業終了後５年間保存が必要になります。 

 県補助金交付規則、交付要綱に基づく関係書類 

交付申請書、交付決定通知書（変更承認申請書、変更承認通知書）、実績報告書 

 

 会計帳簿類 

補助事業専用補助簿、通帳、カタログ、仕様書、見積書、契約書、発注伝票、契約

書、請書、納品書、検収調書、請求書、銀行振込伝票、領収書 
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 補助事業終了後の整理書類 

パンフレット等印刷物の整理、決算関係書類等の整備 

 

 成果物 

印刷物、その他作成や購入した物 

 

（４）経理処理上の注意事項 

 補助事業用の区分経理 

補助事業に係る経理は区分経理を行い、補助事業であることを明確にし、伝票およ

び証拠書類は一般事業とは区別して整理保存してください。 

 

 事務処理体制 

事務担当を明確にし、支払いについては、支出決議書等をその都度作成し、複数の

方によるチェックを経てください。 

 

（５）経費の支出 

 証拠書類 

一件の支払い毎に証拠書類として補助事業専用補助簿、通帳、見積書（カタログ、

仕様書）、発注伝票、契約書、請書、納品書、検収調書、請求書、銀行振込伝票、

領収書をまとめて整理してください。すべて、「一式」とする場合は、具体的な内

容が分かる明細書が必要です。 

 

 支払方法 

・ 経費の支払いは、銀行等からの振込を原則としますが、振込による支払いが困難

な場合は、現金での支払いも可とします。 

・ 経費の前金払いは原則不可とします。 

・ クレジットカードによる支払いは、法人カードの使用であり、代金の引き落とし

日が2026年２月28日までに行われ、カード会社からの通知書および預金通帳等で

引き落としの確認が可能である場合に限り、補助対象とします。 

・ 外貨による支払いの場合は、支払日の為替レートを証明する書類（銀行が発行す

る外国為替相場表、外貨両替時の為替レートが記載された書類等）により日本円

に換算し、補助金の額を算出していただきます。 

為替レートの確認ができない場合は、ＪＩＣＡがホームページ上で公表している

外貨交換レート表を適用することとします。 

 

（６）経費毎の注意事項 

すべての経費に共通して、補助対象経費は、補助事業の遂行に必要とされるものに限

りますので、それぞれの補助対象経費毎に、その必要性について説明いただけるよう

整理してください。 

経費項目 注意事項等 

市場調査委託費および

委託費 

外部の機関等に補助事業の一部を委託する経費であって、

他の経費区分に掲げられた経費以外のものが対象となり

ます。補助事業の大部分や中核をなす部分を委託すること

は認められません。実績確認書類として、委託内容、金額

等が明記された契約書を締結し、委託する側である補助事
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業者に成果物等が帰属する必要があります。実績確認書類

として、調査報告書（またはそれに類するもの）を保存し

てください。 

謝金・コンサルタント費 補助事業に関するもののみが対象です（一般的な経営指

導・コンサルタントや、恒常的な顧問料等は対象外）。実

績確認書類として、依頼・発注の成果が確認できる報告書

等を保存してください。 

通訳・翻訳費 翻訳の場合、実績確認書類として、翻訳前後の原稿を保存

してください。 

渡航・宿

泊費 

共通 補助事業の遂行に必要となる最少人数の社員・職員の出張

に係る旅費および指導・助言等を依頼した外部の専門家等

に支払われ、外国旅費および海外渡航の移動時に必要な国

内旅費が対象となります。グリーン車やビジネスクラス等

の特別に付加された料金は対象となりません。経済的かつ

合理的な経路により算定されたもので、領収書等で利用

日、利用者、支払額が確認できるものが対象です。実績確

認書類として、出張報告書および行程表を作成の上、保存

してください。 

鉄道運賃 実績報告で提出いただく証拠書類として、旅費総額が確認

できるもの（料金表またはインターネットの経路検索結果

等をプリントアウトしたもの等）が必要になります。 

航空運賃 実績報告で提出いただく証拠書類として、搭乗券の半券ま

たは搭乗証明書が必要になります。 

宿泊代 宿泊料については、県規定に則ります。下記の表を参照く

ださい。 

信用調査費 実績確認書類として、調査結果が分かる資料を保存してく

ださい。 

原材料費 試作品の製作や実験等を行うために必要な材料が対象と

なります。備品となるものはリースにより対応することと

し、借料・損料に計上してください。実績報告で提出いた

だく証拠書類として、事業に利用した分量、用途の明細が

分かるものが必要になります。 

借料・損料 補助事業の遂行に必要な機器・設備類、倉庫、敷地等のレ

ンタル料、車両借上料および会議室等の使用料等が対象と

なります。 

広報媒体製作費 ホームページの運営・維持費等のランニングコストは対象

外です。作成した配布物（パンフレット、カタログ、ノベ

ルティ等）は補助事業期間中にほぼ全量配布するものと

し、実績確認書類として受払簿を作成の上、保存してくだ

さい。実績確認書類として、作成した広報物の現物や、ホ

ームページや動画の場合はスクリーンショット等を保存

してください。 

広告宣伝費 実績確認書類として、実施した広告宣伝の内容が分かる資

料を保存してください。なお、パンフレット等の配布物は、

補助事業期間中にほぼ全量配布することとし、受払簿にて
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配布実績を記録してください。 

デザイン費 実績確認書類として、作成したデザイン原稿を保存してく

ださい。 

検査・試験費 実績確認書類として、検査・試験結果が分かる資料を保存

してください。 

審査・登録費 初回の審査・登録料のみが対象です（更新の場合は対象

外）。実績確認書類として、提出した申請書、登録証等を

保存してください。 

輸送費および通信運搬

費 

本事業に直接必要となる切手、はがき、運送代、通信・電

話料であって、本事業に使用したことが証明できる経費と

します。実績報告で提出いただく証拠書類として請求書が

無い場合は、代替として発送伝票等をご提出ください。 

出展料（および付随する

経費） 

オンライン出展で、出展が複数月に渡る場合、事業期間中

に支払までが完了する部分についてのみ対象とします。 

実績確認書類として、当日の写真やパンフレット等（ブー

ス位置が特定できるもの）、出展の概要が確認できる資料

を保存してください。 

出店・出品料 出店・出品が複数月に渡る場合、事業期間中に支払までが

完了する部分についてのみ対象とします。実績確認書類と

して、対象ページのスクリーンショット等を保存してくだ

さい。 

越境ECサイト制作費 越境ECサイトの運営・維持費等のランニングコストは対象

外です。実績確認書類として、サイトのスクリーンショッ

ト等を保存してください。 

プロモーション運営費 海外販路開拓のための現地プロモーションの実施に係る

会場借上費、装飾費、運営・販売促進補助者派遣費等の経

費です。実績確認書類として、当日の写真等開催の概要が

確認できる書類を保存してください。 

賃金 補助事業の遂行に必要な業務・事務を補助するために新た

に雇い入れた者（アルバイト、パート等）に対する諸手当

（基本給、住宅手当、通勤手当等）および法定福利費（健

康保険料、厚生年金保険料〔厚生年金基金の掛金部分を含

む〕）を対象とします。作業日報、雇用関係書類等の作成

が必要となります。 

物品費 本事業の実施に直接必要な消耗品を対象とします。備品と

なるものはリースにより対応することとし、「借料および

損料」に計上してください。 
印刷製本費 本事業に直接必要となる資料、チラシ・パンフレット・ポ

スター等の印刷・製本に要する経費とします 

 

※ 以下は、③水・環境ビジネスに係る海外での実現可能性調査および実証試験、またはそ

のいずれかを行う場合のみに、対象となる経費です。 

水質調査・分析費 現地の水質等を調査するための外部分析機関等への委託

に要する経費とします。委託内容、金額等が明記された契

約書またはこれに類する書類が保管され、委託する側であ
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る補助事業者に成果物等が帰属する必要があります。 

実証試験設備整備費 実証試験を実施するための設備に直接要する経費のうち、

仮設やリースにより対応可能なものを対象とします。上記

設備の設置や撤去に要する経費・技術導入費、および産業

財産権等取得費も対象とします。 

販路開拓費 実証試験等に付随して販路開拓のために参加する商談会

および展示会等に要する経費、ならびに広告宣伝費を対象

とします。商談会および展示会等に要する経費には、参加・

出展料およびブースの装飾経費など付随する経費を含み

ます。広報宣伝費には、チラシ・パンフレット・ポスター

等の作成をはじめ、新聞（チラシの新聞への折り込み代を

含む）、テレビ、ラジオ、インターネット等の広報媒体を

活用した宣伝に要する経費とします。ただし、あくまでも、

実証試験等に直接関係する製品・サービス等の内容を伝え

るものとし、単なる会社のＰＲや、直接販売に結びつくも

のは対象外とします。 

その他経費 上記に該当しない経費で、本事業に必要と考えられるもの

については、事業計画書提出時に所定の様式に経費を計上

するとともに、その必要性を説明する書類（様式任意）を

添付してください。 

 

 

宿泊費については、下記を上限額として実費額を補助対象経費として計上することとし

ます（上限額を超える場合は、上限額を補助対象経費として計上できることとします）。 

国・地域 上限額（1泊につき1人） 

ア シンガポール、ロサンゼルス、ニューヨーク、サンフ

ランシスコ、ワシントン、ジュネーヴ、ロンドン、モスク

ワ、パリ、アブダビ、ジッダ、クウェート、リヤドおよび

アビジャン 

22,500円までの実費額 

イ 北米（カナダ、アメリカ）、欧州（ヨーロッパ地域か

ら旧ソ連、東欧諸国を除いた地域）および中近東（アラビ

ア半島、アフガニスタン、イスラエル、イラク、イラン、

クウェート、ヨルダン、シリア、トルコ、レバノン）の地

域 

18,800円までの実費額 

ウ アジア（タイ、ミャンマー、マレーシア、インドネシ

ア、大韓民国、東ティモール、フィリピン、ボルネオおよ

び香港ならびにそれらの周辺の島しょの地域）、欧州（旧

ソ連、東欧諸国）、アフリカ（アゾレス諸島、マディラ諸

島およびカナリア諸島）、大洋州（オーストラリア、ニュ

ージーランド）の地域 

15,100円までの実費額 

エ ア、イ、ウ以外の地域 13,500円までの実費額 

 

9. 実績報告 

事業完了後30日以内、または2026年２月28日のいずれか早い日までに、以下の書類を提

出してください。 
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１）補助金事業実績報告書（様式第５号） 

２）事業実績報告書（別紙６） 

３）収支決算書（別紙７） 

４）補助対象経費支出明細書（別紙８） 

５）その他事業実績を説明する資料等 ※ 

※ 補助対象経費毎に、「①いつ」「②誰に」「③誰が」「④何の経費を」「⑤いくら

支払ったか」を確認できる会計書類が必要です。具体的には請求書および領収書が

想定されますが、請求書および領収書でこれらの情報が十分に確認できない場合

は、５つの情報が確認できるよう、その他の書類を添付してください。 

 

10. 完了検査 

県は、補助事業の実施状況を確認するため、完了検査を実施します。購入品等は県内事

業所への保管が必要です。本検査によって交付決定および交付条件に適合していると

判断したものについてのみ、交付決定額の範囲内で交付すべき補助金の額を確定し、補

助金を支払うことになります。検査において補助事業の証拠書類に不備が認められる

場合には、補助対象外経費として取り扱います。また、事業計画書、実績報告書、実際

の事業結果、それぞれについて相違があると認められる場合には、補助対象外となりま

す。証拠書類等の確認事項は、以下のとおりです。 

 支払伝票等 

支出決議書、注文書、見積書、契約書、請書、納品書、請求書、振込受付領収書

等が支払いごとに整理されているか。 

 

 預金通帳（補助事業の含まれる分）、帳簿、元帳、資産台帳 

支払伝票と預金通帳、帳簿、元帳との整合性がとれているか。（終了後は、決算

書でも、補助事業費等の項目にしてください。） 

 

 成果物等実績確認書類 

事業実施の証拠品として、写真・成果品等の物的証拠。経費毎の実績確認書類。 

   

 日誌、議事録、データ、受払簿等 

事業実施状況を日誌・成果報告書によって、配布物等の受払状況を受払簿等によ

って確認します。  

 

11. 支払い 

補助金の支払いは、補助事業終了後の精算払いとなります。 

 

12. 企業化状況の報告等 

補助事業終了後は、その成果の企業化（事業化）に努め、補助事業年度の終了後５年間

は、毎会計年度終了後３０日以内に過去１年間における補助事業の成果の企業化状況

について報告してください。また、その証拠となる書類を３年間保存してください。な

お、補助事業の実施結果により収益が生じたときは、補助金の全部または一部に相当す

る金額を県に納付いただくことがあります。 

 

13. その他 

 同一の対象経費について、他の補助金との併用はできません。同一または類似の事

業内容で他の補助金等と併願される場合には、その旨を事業計画書（別紙１の４．
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その他）に記載のうえ、書類提出時に申し出てください。 

 補助事業対象者の、企業・団体名、代表者名、所在地、電話番号、資本金、従業員

数、業種、補助金交付年度、補助対象内容、補助金額を公表することがあります。 

 補助事業の取組状況や成果について、県が主催する会議等において発表報告してい

ただくことがあります。 

 補助事業対象者は、海外展開支援施策の企画立案や効果的な事業実施に活かすため

アンケートを実施する場合がありますので、回答へのご協力をお願いいたします。 

 当補助金に関するご相談は、下記までお願いします。 

滋賀県 商工観光労働部 商工政策課 ビジネス振興・海外展開支援係 

電 話 ０７７－５２８－３７１３ 

メール fa0002@pref.shiga.lg.jp 

 


